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1. グローバルにおけるFinTech投資状況

ベンチャーキャピタルのFinTech投資では中国とアメリカに投資が集中し、次いでイギリスが挙げられます。

投資額の差の要因は、B2Cビジネスの規模と課題、金融センターの位置付けに拠るところが大きいです。

日本
0.9億ドル

アメリカ
62億ドル

イギリス
7.8億ドル

中国
77億ドル

香港
1.7億ドル

シンガポール
0.9億ドル

(出所)Deloitte, “Connecting Global FinTech: Interim Hub Review 2017”
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2. グローバルにおけるFinTechハブの魅力度

東京は、FinTechハブとしての魅力度は世界的には中位ですが、金融センターの中では低位です。

他の金融センターに比して、規制の不透明さとイノベーションの発生しにくさが原因となっています。

東京 55

ニューヨーク 14

ロンドン 11

シリコンバレー 18

香港 22

シンガポール 11

上海 119

•金融センターの位置付け、
規制、イノベーションのレ
ベルをスコア化

•点数が低いほど、FinTech
ハブとしての魅力が充実

(出所)Deloitte, “Connecting Global FinTech: Interim Hub Review 2017”



© 2017. For information, contact Deloitte Tohmatsu Consulting LLC.4

3. グローバルにおけるFinTechハブの機能性

東京は、政府支援は充実している方に属すが、それ以外の指標においては他の都市と比較して特筆すべき

ことがありません。故に、政府支援をいくら加速したとしてもFinTechハブとしての根本的な問題解決とは成り

えないと考えられます。

政府支援 イノベーション
文化

人材市場の充
実度

消費者の
FinTech
受容

海外

スタートアップ
の進出

規制

東京 4 3 3 3 3 3

上海 4 4 4 5 3 3

香港 2 5 4 5 5 3

シンガポール 5 4 5 4 4 5

ロンドン 5 4 5 5 3 5

ニューヨーク 5 5 4 5 1 3

シリコンバレー 2 5 4 5 5 3

• FinTech推進に係る状況を評価
•点数が高いほど、FinTechハブとしての機能が充実

(出所)Deloitte, “Connecting Global FinTech: Interim Hub Review 2017”
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4. 米銀のFinTechの洗練度

アメリカのFinTechに先進的な金融機関は、自らの力でFinTechを開発・導入しているため、日本の金融機

関と比べると、はるかに速いスピードで成果を上げる段階に来ています。

データ
活用

顧客
リーチ

FinTechを
支える
基盤

• オンライン融資OnDeckと提携

- 独自スコアを使ったスピード審
査にて顧客400万社の融資が
1営業日以内に可能

• システムエンジニア：4万人

• ブロックチェーンプラットフォーム
(Quorum)を自社開発

アメリカ

JPモルガン ゴールドマンサックス

• 会計ソフト大手Intuitと提携

- APIを活用した外部からの
データアクセスを開始

• AI活用による人員削減

- 株式の現物取引トレーダー削
減(600人⇒2人)

• Kensho(データ解析ソフトウェア)
を社内活用

• GS Bank設立

- 1ドルから預金可のネット銀行

• Symphonyに出資・業務活用

- 資本市場関係者の間での
チャットサービス

• システムエンジニア：9千人
(全社員の3分の1)

• 自社内にブロックチェーン開発機
能を保有

• アメリカのFinTechに先進

的な金融機関は、実証か
ら実行へと進んでいる段階

• 一方、日本は多くの取組が
実証実験段階であり、実行
スピードが大きく劣後

• アメリカでは、社内にシス
テムエンジニアを多く抱え、
自社開発可能であることが
起因している可能性大

• 技術レベルは高く、ブロック
チェーンのプラットフォーム
を開発する実力を有す
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5. 日米のシステムへの考え方の差異

日本では、システムに対する要求レベルが高いため、堅牢な城壁・城郭を持ったシステムを構築しており、結

果として、FinTechのような新しい取組への対応度（速度、コスト）は低くなっていると考えられます。

日本 アメリカ

システム
構成

（金融機関）

求められる
品質

（金融機関以
外含む）

IT投資の
考え方

（金融機関）

• 勘定系中心の中央集権的な構成
（一部システムの変更が全体に影響）

• オンラインリアルタイム処理がベース

• 外部接続を金融機関に限定

• 機能毎に分散された構成
（システム間の影響を受けにくい）

• バッチ処理がベース

• 外部接続を金融機関以外にも開放可能

• 基幹系システム平均停止時間：
月1.3時間

• アプリケーション平均停止時間: 
月14.7時間

• 新規開発 ： 21%
• 維持・運用 ： 79%

• 新規開発 ： 42%
• 維持・運用 ： 58%

全体最適・品質重視のシステムであるた
め、新しい取組を行うにはハードルが高い

個別最適・許容度高のシステムであるため、
新しい取組に比較的柔軟に対応が可能

Gap

Gap

Gap

(出所)金融審議会「金融グループを巡る制度のあり方に関するワーキンググループ」資料
日本情報システムユーザー協会「企業IT行動調査2009」
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欧米では公共部門や非金融業での活用が進み、金融業も巻き込んだエコシステム形成の環境が醸成され

つつあります。この結果、将来的にはエコシステムの取組に差が出てくる可能性があります。
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6. ブロックチェーンへの取組状況

日本 欧米

金融業

かつて欧米金融
機関の実証実験
が先行するも、今
や顕著な優劣なし

：活発に取組み

• 国内送金(SMBC、みずほ、
MUFG)

• 協調融資(みずほ)
• ポストトレード(JPX等)
• デジタル通貨(MUFG等)

：活発に取組み

• 国際送金(Stantander等)
• 貿易金融(UBS、HSBC等)
• ポストトレード(CITI等)
• 未公開株取引(NASDAQ)

公共部門・
非金融業

欧米政府・企業は
日本と比べ積極
的に実証実験を
実施

：事例少なく黎明期

• カー用品売買(オートバックス)
• 不動産情報管理(積水ハウス)

：活用用途が拡大中

• 不動産登記(スウェーデン政府)
• 食品トレーサビリティ(ウォルマート)
• カーシェアでの決済(ダイムラー)
• EVの充電時のP2P電力取引(独電

力大手：Innogy)

ブロックチェーンの恩恵が金融業
のみに留まりかねない

公共部門・非金融業と金融業が
協調した新たなサービス登場の
可能性
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海外では特に欧州において、決済に関する中間的業者に対する法整備が進行しています。この背景には、

個人データやその活用の主導権は個人に属するべきとの考え方が特に欧州で強いことが挙げられます。

8

ヨーロッパアメリカ シンガポール

 決済に関する中間的業者を直接の
規制対象とした法制は存在しない

• ただし、銀行とパートナーシップ契約等
を締結した業者に対して銀行サービス
会社法(Bank Service Company Act)
が適用される可能性あり

- 同法は、契約に基づき銀行に
サービスを提供する業者に対し
て、銀行と同等の検査･規制が
課されることを規定

 新たな業態区分を定義し、中間的
業者に対する規制を導入

• 改正決済サービス指令(PSD2：
Revised Payment Services 
Directive)にて、決済指図伝達サービ
ス提供者(PISP：Payment Initiation 
Service Provider)および口座情報
サービス提供者(AISP：Account 
Information Service Provider)を定義

 中間的業者と銀行等の損失分担
ルールを制定することや、中間的
業者からの接続要請に対し銀行が
応じる義務も規定

 決済に関わる多様な業態をカバー
する法律を制定する方向

• MAS(Monetary Authority of 
Singapore：シンガポール通貨監督庁)
は、アクティビティベースの決済規制フ
レームワークの導入を含むコンサル
テーションペーパーを公表(2016年8
月)

• 下記業務を規制対象として検討

1. 決済手段の発行・維持業務

2. 決済取引のアクワイアラ業務

3. 資金移動業務

4. 決済プラットフォームの運営業務

5. 銀行口座の情報等、決済手段に
係る情報の統合業務

6. 決済システムの運営業務

7. プリペイドカード業等

• 現行規制は、決済システム法 と両替・
送金業法に分断

業態
PISP

決済指図伝達
サービス提供者

AISP
口座情報

サービス提供者

業務
内容

利用者の依頼に
よる決済指図の
伝達

利用者への口座情
報の提供等

免許・
登録

免許制 登録制

財務
要件

資本金5万ユーロ
以上

なし

7. APIに関する諸外国の法整備状況

(出所)金融庁
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銀行法の改正により、金融機関・FinTech企業がAPIを活用した金融サービスを導入しやすくなり、これらの

利用に際しての顧客保護体制が充実化することで、エコシステムの形成が促進されます。但し、ヨーロッパ
と異なり、顧客のデータ活用の意識が希薄であったり、リスクに対して敏感であることが懸念されます。

背景

主な
改正内容

 APIを軸とした銀行とFinTech企業によるエコシステム形成が阻害

• APIは内部と外部のシステムでデータ授受を可能にするための、データ接続に関する仕様。金融機関が保有する
データをAPIによりFinTech企業や顧客が活用することで、金融機関・FinTech企業ともに新たな価値創出が可能に

• 一方、APIを活用したサービス提供に際しては、金融機関やFinTech企業の役割や責任が法的に不明確であるなど
不確定要素が多く、エコシステム形成が進行しない

 セキュリティや顧客保護について不十分なままサービスが浸透

• APIを活用したサービスの法的位置づけが明確化されないため、個人財務管理(PFM)等のサービスは、スクリーン
スクレイピング(顧客からID/PWを預かり金融機関の画面を読み取る)に依存

• セキュリティや顧客保護に関する問題が放置されたままサービスが拡大

 金融審議会金融制度ワーキング・グループにて、法制化が提言(2016年12月)
• 「利用者保護を図りながら、オープン・イノベーションを関係者において健全かつ適切に進めていくことができるように

するための制度的な枠組みが必要」と指摘

 電子決済等代行業の定義、および電子決済代行業者への登録制導入
• 預金者の委託を受け、為替取引の指図を銀行に伝達、または、銀行から口座情報を取得し預金者に伝達する業務を電

子決済等代行業と定義

 電子決済等代行業者に対する規制整備
• 利用者保護・体制整備・安全管理に係る措置

• 銀行との間で賠償責任の分担等に関する契約を締結

 銀行に対する規制整備
• 電子決済等代行業者との契約締結に係る基準の作成・公表

• 電子決済等代行業者に対する不当な差別的な取扱いの禁止
(出所)金融庁

8. APIエコシステム形成に向けた銀行法改正
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資金決済法等が改正され、世界で初めて仮想通貨の法的位置づけが明確化され、仮想通貨交換業者に
対する対応が制定されました。顧客保護等の仕組みが整備され、仮想通貨取引が促進しています。更なる
発展を遂げれば、仮想通貨を用いた資金調達ICO（Initial Coin Offering）の健全なる拡大が見込めます。

背景

主な
改正内容
2016年4月

成立

 不十分な顧客保護

• 仮想通貨を取り扱う事業者に対する規制がなく、マウントゴックス事件等のように、仮想通貨交換所の破たんにより
顧客資産が失われる事例が登場

 マネーロンダリングリスク

• 十分な本人確認が行われない上、疑わしい取引を当局が把握する(≒事業者に報告させる)仕組みがないため、仮
想通貨がマネーロンダリングに利用されるリスクが上昇

⇒ 金融作業部会(FATF)は、仮想通貨交換所の登録・免許制や、顧客の本人確認等を求めるガイダンスを公表

 仮想通貨の定義

• 通貨建て資産ではなく不特定多数を相手方として、物品購入に利用(決済)したり、現金と交換(購入)できる財産的価
値であって、電子的に移転することができるものと定義

• 通貨や、電子マネーとは異なる位置づけ

 仮想通貨交換業者に対する規制

• 仮想通貨交換業を登録制に

• 顧客情報の安全管理措置、顧客財産保護のための分別管理や会計監査が義務化

 仮想通貨交換業者を犯罪収益移転防止法が定める特定事業者に指定

• 銀行や資金移動業者と同様に、犯罪収益移転防止法に基づき、本人確認や疑わしい取引の当局報告等のマネーロ
ンダリング対策を講じることを規定

 認定資金決済事業者に関する規定

• 会員企業への指導・勧告等を行う業界団体を「認定資金決済事業者」として指定

⇒ 内閣府令では、仮想通貨交換業者が扱える「通貨リスト」を認定資金決済事業者団体が定めることを規定

(出所)金融庁

9. 仮想通貨の規制導入に向けた資金決済法改正
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